平成22年度ホームヘルプサービス総合基礎調査票

北海道ホームヘルプサービス協議会

　
木枯らしに一段と寒さを感じる季節となりました。皆様におかれましては、お忙しい日々をお過ごしのことと存じます。介護保険制度改正の議論が深まる中、訪問介護を取り巻く状況は予断をゆるさぬ様相を呈しております。

制度創設以前から地域の高齢者・障害者介護を担い、利用者の自立した生活に資するサービス提供を行っている私たちホームヘルパーの現場の状況を本年も調査し、2012年の制度改正時には全ての訪問介護事業所の努力が評価される内容となるよう、訴えてゆきたいと考えております。

今年度は昨年度の調査項目を精査し、新たに、認知症高齢者への支援の実態や、訪問介護員の年齢層などの調査項目を加えました。これによりホームヘルパーの役割の重要性と、抱えている困難を鮮明にできると考えております。時節柄お忙しい中とは存じますが、昨年に引き続きよろしく御協力のほどお願い申し上げます。


	事業所名
	
	介護保険事業所番号
	

	住　　所
	
	連絡担当者
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	


Ⅰ．貴事業所についてお伺いします。

問１．貴事業所の組織形態をお答えください。（平成22年10月1日時点）
１：地方公共団体　　　　　　　　　　　　　７：農業協同組合及び連合会

２：一部事務組合・広域連合　　　　　　　　８：消費生活協同組合及び連合会

３：社会福祉協議会　　　　　　　　　　　　９：営利法人（会社）

４：社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）　10：特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

５：医療法人　　　　　　　　　　　　　　　11：企業組合
６：公益法人　　　　　　　　　　　　　　　12：その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
問２．訪問介護における、平成22年10月1日時点の職員数（管理者、サービス提供責任者等を含む）をお答えください。（それぞれ数字を記入）※派遣職員は含めない。
	※常勤換算数とは、すべての従業員の１週間の平均延勤務時間数を常勤従業員が１週間で勤務すべき時間数で割り返すことにより、従業員の員数を常勤の従業員の員数に換算した数です。


（１）平成22年10月1日時点の職員数（派遣職員は含めない）

	※資格1)～4)を複数の資格を有している者については、最も若い番号の資格について記入してください。
	常勤職員数
	非常勤職員数

	
	専従
	兼務
	兼務職員の

常勤換算数

(小数第１位まで)
	実人員数
	常勤換算数

（小数第１位まで）

	①訪問介護員
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	1)①のうち介護福祉士
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	2)①のうち介護職員基礎研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	3)①のうちホームヘルパー１級研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	4)①のうちホームヘルパー２級研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	②その他の職員
	人
	人
	． 人
	人
	． 人


※常勤職員の専従の人数は、常勤換算数に含める必要はありません。
（２）平成22年10月1日時点で上記従事者のうち、サービス提供責任者について記入してください。

	※資格1)～4)を複数の資格を有している者については、最も若い番号の資格について記入してください。
	常勤
	非常勤
	非常勤の

常勤換算数

（小数第１位まで）

	③サービス提供責任者
	人
	人
	．  人

	
	1)③のうち介護福祉士
	人
	人
	．  人

	
	2)③のうち介護職員基礎研修過程修了者
	人
	人
	．  人

	
	3)③のうちホームヘルパー１級研修過程修了者
	人
	人
	．  人

	
	4)③のうちホームヘルパー２級研修過程修了者
	人
	人
	．  人


（３）平成22年10月1日時点で管理者と兼務しているサービス提供責任者についてお答えください。

　１：管理者と兼務しているサービス提供責任者がいる

　２：管理者と兼務していない

（４）貴事業所の訪問介護員の年齢についてお答えください。（平成22年10月1日現在）

　　　※問２（１）①で回答の訪問介護員の人数と同様になるようお答えください。
	年　齢
	人 数
	年　齢
	人 数

	
	常勤職員
	非常勤職員
	
	常勤職員
	非常勤職員

	１）６０歳以上
	人
	人
	４）３０歳代
	人
	人

	２）５０歳代
	人
	人
	５）２０歳代
	人
	人

	３）４０歳代
	人
	人
	６）１０歳代
	人
	人


・平均年齢（小数第１位まで）について記入してください。
①常勤職員　　　　　．　歳（全常勤職員の合計年齢／全常勤職員数）

②非常勤職員　　　　．　歳（全非常勤職員の合計年齢／全非常勤職員数）

問３．訪問介護員の賃金についてお答えください。（平成22年10月1日時点）
（１）雇用形態別における１ヶ月の実賃金（税・保険料の控除前）について、下記Ａ～Ｊよりあてはまる記号を記入してください。

※日給、時給の場合は、1ヶ月分として算出し、各雇用形態に賃金額の異なる訪問介護員が複数人所属の場合はその平均値を記入してください。
	雇 用 形 態
	賃金（１ヶ月）

	１）サービス提供責任者（訪問介護員、管理者兼務含む）
	　

	２）常勤訪問介護員（サービス提供責任者は除く）
	　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）非常勤訪問介護員の時給についてお答えください。
※日給、月給の場合は、1時間分として算出し、時給額の異なる訪問介護員が複数人所属の場合は該当する番号全てに○をつけてください。

　　　１：800円未満　　　　　　　　　 　　   ５：1,400円以上

　　　２：800円以上～1,000円未満　　　　　　６：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　３：1,000円以上～1,200円未満　　　　  ７：該当者なし　
　　　４：1,200円以上～1,400円未満
　　

問４．サービスの提供体制についてお答えください。（平成22年10月1日現在）
　　　※利用者の有無にかかわらず、提供体制をお答えください。

	１）２４時間訪問介護
	１：提供体制あり　　　　　２：提供体制なし

	２）休日の提供
	１：提供体制あり　　　　　２：提供体制なし

	３）夜間の提供
	１：提供体制あり　　　　　２：提供体制なし


問５．平成22年10月26日に、三菱UFJ リサーチ＆コンサルティングより「24 時間地域巡回型訪問サービスのあり方検討会」の中間取りまとめ（別紙参照）が報告されましたが、その状況についてお答えください。

　　（１）今後、中間取りまとめのとおり２４時間地域巡回型訪問介護を実施する予定についてお答えください。
　　　　　１：実施予定あり（問５（３）へ）　　２：実施予定なし　　３：どちらとも言えない
【問５（１）で「２」「３」と答えた方にお伺いします】
　　（２）２４時間地域巡回型訪問介護を行わない理由について、該当する番号全てに○をつけてください。
（複数回答可）

　　　　　１：体制が整わない　　２：需要がない　　３：収益が見込めない

　　４：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（３）中間取りまとめについて、実施する上での意見や問題点等を記入してください。

　　

問６．サービスの提供状況についてお答えください。

（１）介護予防訪問介護の提供状況について、平成22年9月（1ヶ月間）の状況を下記より該当する項目にそれぞれ記入してください。

	平成２２年

９月
	9月中の利用者

１：あり →

２：なし
	・利用者ありの場合記入
	要支援１
	要支援２

	
	
	利用者実人員数(人)
	人
	人

	
	
	訪問回数合計(回)
	回
	回

	
	
	訪問時間合計(時間)
	時間
	時間


（２）訪問介護の提供状況について、平成22年9月（1ヶ月間）の状況を下記より該当する項目にそれぞれ記入してください。

	平成２２年

９月
	9月中の利用者

１：あり →

２：なし
	・利用者ありの場合記入
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５

	
	
	利用者実人員数(人)
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	訪問回数合計(回)
	回
	回
	回
	回
	回

	
	
	訪問時間合計(時間)
	時間
	時間
	時間
	時間
	時間


（３）上記（１）（２）で記入いただいた利用者について、身体介護、生活援助の平成22年9月（1ヶ月間）の状況を下記より該当する項目にそれぞれ記入してください。
	
	身体介護
	身体・生活
	生活援助
	合　計

	訪問回数合計(回)
	回
	回
	回
	回

	訪問時間合計(時間)
	時間
	時間
	時間
	時間


　　（４）上記（１）（２）で記入いただいた利用者について、認知症高齢者の日常生活自立度の状況を下記より該当する項目にそれぞれ記入してください。（平成22年10月1日時点）

　　１：該当する利用者がいる　 　２：該当する利用者はいない（問７へ）　　３：把握できていない（問７へ）
「１」と答えた方は下表に記入してください。

	ランク
	Ⅰ
	Ⅱ（Ⅱa,Ⅱbを含む）
	Ⅲ（Ⅲa,Ⅲbを含む）
	Ⅳ
	Ｍ

	利用者実人員数(人)
	人
	人
	人
	人
	人



※老計第135号(H5/10/26)「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」より

認知症高齢者の日常生活自立度
	ランク
	判　断　基　準

	Ⅰ
	何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。　

	Ⅱ
	日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。

	Ⅲ
	日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。

	Ⅳ
	日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。

	Ｍ
	著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。


Ⅱ．訪問介護における介護報酬改定への対応及び収支等の状況についてお伺いします。

問７．収支の状況について　※介護職員処遇改善交付金は除く。

（１）訪問介護事業における売上高について、平成22年9月（1ヶ月間）の状況をお答えください。
　　１：100万円未満　　　　　　　　  ３：300万円以上～500万円未満　　５：売上実績がない

　　２：100万円以上～300万円未満　　４：500万円以上

　　　　　　　　

（２）平成21年9月（1ヶ月間）の売上と比較して、平成22年9月（1ヶ月間）の状況をお答えください。
　　　　①売上額の増減　　　　　　　　　円（増加・減少）←どちらかに○をつけてください。
　　　②前年比　　　　　　　　　．　　％

（平成22年9月（1ヶ月間）売上高／平成21年9月（1ヶ月間）売上高・百分率化、小数第１位まで）
	例：平成21年9月売上高が150万円で、平成22年9月売上高が200万円の場合は、133.3％となります。

平成21年9月売上高が250万円で、平成22年9月売上高が200万円の場合は、80.0％となります。


　 （３）平成22年9月（1ヶ月間）の訪問介護事業の売上高における人件費の割合についてお答えください。

　　　※障害者自立支援法の居宅介護等と一体に事業を実施している場合は、案分して人件費を算出してください。
　　　　①人件費の割合　　　　　．　　％（訪問介護事業人件費／訪問介護事業売上高・百分率化、小数第１位まで）
【問７（２）において、昨年の売上げよりも増加の方にのみお伺いします】

（４）売上げが増えたと考えられる要因について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：多くの加算を取得できたから　　　　　　　　　　　　　　　　５：利用者の介護度の変化
２：地域区分ごとの報酬単価・人件費割合の変動があったから　　　６：サービスの拡大、質の改善
３：報酬単価そのものが増額したから　　　　　　　　　　　　　　７：介護保険外サービスの実施
４：利用者の増加

８：介護報酬改定以外の要因で売上げが増えた
⇒具体的に（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問８．平成21年10月1日～平成22年9月30日の間の訪問介護における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況について、該当する番号に○をつけてください。
（１）給与等の状況について、お答えください。

１：給与等を引き上げた

２：給与等の引き上げを行わなかったが、今年度中に引き上げる予定
３：給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし（問10へ）
【問８（１）で「１」「２」と答えた方にお伺いします】
（２）給与等を引き上げた理由について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：平成21年度介護報酬改定を踏まえて給与等を引き上げた

２：介護職員処遇改善交付金を申請したから

３：多くの加算を取得できたから
４：利用者の介護度が上がり報酬そのものが増額したから
５：利用者増により売上げが増えたから
６：定期昇給を実施した

７：職員の定着、確保のため

８：収支が改善されたため
９：その他の要因で給与等を引き上げた⇒具体的に（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問９．訪問介護の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の対象者について、該当する番号に○をつけてください。なお、今年度中に給与等を引き上げる予定の場合も本問についてお答えください。
１：介護従事者全員について、給与等を引き上げ
２：訪問介護員全員について、給与等を引き上げ
３：何らかの要件に該当した介護従事者のみ、給与等を引き上げ
４：給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定
問10．訪問介護の介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の処遇に関しての対応状況についてお答えください。

下記(A)～(O)の項目ごとに、該当する対応状況を下表１～４より１つ選び、○をつけてください。（○はそれぞれ１つずつ）
(注)すでに…平成22年3月31日以前　　今回…平成22年4月1日～平成22年10月1日　　今後…今年度中を目途

■ 処遇全般
	１　すでに実施している
	２　今回新たに実施した
	３　今後実施する予定
	４　今後も実施する予定なし


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答欄
(A) 職員（事務職員等を含む）の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減　　１　 ２ 　３　 ４
(B) 夜勤の見直しや有給休暇の取得促進等の労働条件の改善　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(C) 能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(D) 昇給または昇進・昇格要件の明確化　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(E) 非常勤職員から常勤職員への転換機会の確保　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(F) 賃金体系等の人事制度の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
	その他処遇全般について（具体的に）




■ 教育・研修
	１　すでに実施している
	２　今回新たに実施した
	３　今後実施する予定
	４　今後も実施する予定なし


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答欄
(G) 資格取得や能力向上に向けた教育研修機会の充実や対象者の拡大　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(H) 資格取得や外部の研修参加にかかる費用等の負担（一部を含む）　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(I) 部下指導を管理職等の役割として明確化　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(J) 新人職員の指導担当・アドバイザーの設置　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
	その他教育・研修について（具体的に）



■ 職場環境
	１　すでに実施している
	２　今回新たに実施した
	３　今後実施する予定
	４　今後も実施する予定なし


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答欄
(K) 定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実　　　　１　 ２ 　３　 ４
(L) 仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(M) 腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(N) 出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
(O) 事故やトラブルへの対応体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４
	その他職場環境について（具体的に）



Ⅲ．訪問介護における介護職員処遇改善交付金の状況についてお伺いします。

問11．介護職員処遇改善交付金について、お答えください。
（１）平成22年10月1日現在の訪問介護における介護職員処遇改善交付金の申請状況について、該当する番号に○をつけてください。

１：平成21、22年度申請した　　　３：平成22年度は申請していない（問12へ）
２：平成22年度より申請した

【問11（１）で「１」「２」と答えた方にお伺いします】
（２）平成22年度の介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の訪問介護における従事者の処遇改善の状況について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：平成22年10月1日までに、基本給や手当を引き上げている
２：平成22年10月1日までに、一時金を支給している
３：今後、基本給や手当を引き上げる予定
４：今後、一時金を支給する予定
　（３）平成22年10月より新たにキャリアパス要件等が追加されましたが、その状況について、該当する番号に○をつけてください。
　　　１：キャリアパスに関する要件Ⅰ（キャリアパス作成）と処遇改善の定量的要件を届出（予定を含む）
　　　２：キャリアパスに関する要件Ⅱ（キャリアパス以外の要件）と処遇改善の定量的要件を届出（予定を含む）
　　　３：キャリアパスに関する要件Ⅰ（キャリアパス作成）のみを届出（予定を含む）

　　　４：キャリアパスに関する要件Ⅱ（キャリアパス以外の要件）のみを届出（予定を含む）
　　　５：処遇改善に関する定量的要件のみを届出（予定を含む）

　　　６：上記いずれも届出せずに減額で交付を受ける

問12．貴事業所における職員の処遇改善を行ううえでの課題についてお伺いします。該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：平成２１年度介護報酬改定は赤字補填にしかならず、職員への処遇改善にまでは回らない
２：次期制度改正・報酬改定を見据えると基本給までは手をつけられない
３：報酬改定は一部分のみで出来高により収入が増減し、不安定であるため処遇改善にまでは回らない

４：介護職員処遇改善交付金の対象が介護職員限定のため、他職種職員の兼ね合いから申請しづらい
５：平成２１年度介護報酬改定後も経営状況は変わらないが、人材確保のために処遇改善せざるを得ない
６：処遇改善が人材確保や定着に結びついていない
７：交付金の時限があるため、処遇改善を進められない

８：交付金の条件を満たしていないため、活用できない

９：職員の所得制限があり、改善できない

10：交付金の申請事務が複雑で、交付金の活用ができず処遇改善をを図れない

11：その他（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問13．貴事業所における介護職員処遇改善交付金事業終了後の対応（予定）についてお伺いします。該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：基本給や手当の引き上げを中止する
２：交付金申請前の元の基本給や手当に引き下げる
３：一時金の支給を減額する
４：一時金の支給を中止する
５：その他⇒具体的に（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ⅳ．特定事業所加算の取得状況についてお伺いします。

問14．訪問介護における、平成22年9月サービスにおいて、下記の加算を届け出ている場合、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
	加　算　項　目
	平成22年9月

	１ 特定事業所加算（Ⅰ）
	１：加算あり　　２：加算なし

	２ 特定事業所加算（Ⅱ）
	１：加算あり　　２：加算なし

	３ 特定事業所加算（Ⅲ）
	１：加算あり　　２：加算なし

	４ 中山間地域等における小規模事業所加算
	１：加算あり　　２：加算なし


　　
【「加算なし」と答えた方にお伺いします】
問15．加算の届出を行わない理由について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
　　１：特定事業所加算の要件が高い　　　　　　　５：要件を満たしていないため
　　２：利用者負担が増すので取らない　　　　　　６：体制が不安定なため
　　３：利用者離れがおき、収入減となるため　　　７：申請が複雑で業務負担が多くなるため

　　　４：今後取得を予定　　　　　　　　　　　　　８：非該当の事業所であるため

　　９：その他

問16．特定事業所加算の改善を要望する事項について、該当する番号全てに○をつけてください。

（複数回答可）
　　１：体制要件の緩和　　　　　　　　　　　　４：資格要件の緩和
　　２：重度要介護者等対応要件の緩和　　　　　５：事務申請の簡略化
　　３：人材要件の緩和　　　　　　　　　　　　６：加算に伴う区分支給限度額の上限の変更
　　　７：その他

Ⅴ．初回加算、緊急時訪問介護加算の状況についてお伺いします。

問17．初回加算の状況について、該当する番号に○をつけてください。（平成22年4月～9月の間）
１：加算算定あり　　２：加算算定なし
問18．緊急時訪問介護加算の状況について、お答えください。（平成22年4月～9月の間）
　（１）加算算定の有無について、該当する番号に○をつけてください。
１：加算算定あり　　２：加算算定なし（問18（３）へ）
【問18（１）で「１」と答えた方にお伺いします】
（２）緊急時訪問介護加算の発生件数、発生の主な事例についてお答えください。

　　①件数　　　　件

　　　②主な事例について記入してください。


（３）緊急時の対応（予定のない訪問）であったが、加算の対象にならなかった事例についてお答えください。
１：対象にならなかったことがある　　２：対象にならなかったことはない
「１」と答えた方は、加算の対象にならなかった事例（理由）について記入してください。


Ⅵ．生活援助、介護予防のサービス等の状況についてお伺いします。

問19．軽度者（要介護1、2及び要支援1、2）の生活援助についてお答えください。（平成22年4月～9月の間）
（１）「生活援助」の中でニーズの多いサービス内容について、上位３つまで選び該当する番号に○をつけてください。
　　　　１：掃除　　　　　　４：衣類の整理・被服の補修　　　７： その他⇒具体的に
　　　２：洗濯　　　　　　５：一般的な調理、配下膳
　　　３：ベッドメイク　　６：買い物・薬の受け取り
※老計第10号(H12/3/17)「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」の区分より

（２）訪問介護において、必要な（効果のある）生活援助の内容と具体的な効果についてお答えください。

（要介護状態をできる限り防ぐ、状態がそれ以上悪化しないようにする、外に出る機会が増えた等）


問20．平成19年12月20日付けの都道府県向けの事務連絡「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生活援助等の取扱いについて」通知以降の該当ケースの状況についてお答えください。（平成22年4月～9月の間）
　（１）通知以降の該当ケースについて、該当する番号に○をつけてください。
　　　１：通知どおり対応できている（問21へ）
　　　２：通知内容の取り扱いでは制限され、対応できないケースがある

【問20（１）で「２」と答えた方にお伺いします】
　（２）通知内容の取り扱いでは制限され、必要だと思っているが実施出来なかったサービスの事例を記入してください。

問21．平成22年4月28日付けの都道府県向けの事務連絡「訪問介護における院内介助の取扱いについて」通知の状況についてお答えください。（平成22年4月～9月の間）
　（１）通知の該当ケースについて、該当する番号に○をつけてください。
　　　１：通知どおり対応できている（問21（３）へ）
　　　２：通知内容の取り扱いでは制限され、対応できないケースがある

【問21（１）で「２」と答えた方にお伺いします】
　（２）通知内容の取り扱いでは制限され、必要だと思っているが実施出来なかった対応の事例を記入してください。

　　（３）診察室への訪問介護員の同行の状況について、該当する番号に○をつけてください。
　　　　　１：ほとんどのケースで同行している
　　　　　２：一部のケースで同行している
　　　　　３：まったく同行していない
　　　　　４：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問22．介護予防の中でニーズの多いサービス内容について、上位３つまで選び該当する番号に○をつけてください。（平成22年4月～9月の間）
　　　１：排泄・食事介助　　　　　　　　　　　　５：服薬介助　　　　　　９：ベッドメイク
　　　２：清拭・入浴、身体整容　　　　　　　　　６：見守り的援助　　 　 10：衣類の整理・被服の補修
　３：体位変換、移動・移乗介助、外出介助　　７：掃除　　　　　　  　11：一般的な調理、配下膳
　４：起床及び就寝介助　　　　　　　　　　　８：洗濯　　　　　　  　12：買い物・薬の受け取り

13：その他⇒具体的に（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※老計第10号(H12/3/17)「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」の区分より
問23．介護報酬改定後、区分支給限度額を理由にサービス抑制がありましたか。（平成22年4月～9月の間）
　　  １：ある　　２：ない
　　「１」と答えた方は、具体的な影響について、該当する番号全てに○をつけてください。
１：単位数が増え自費負担が増加した

２：利用回数を減らしたため、生活の質が低下した

３：家族の負担が増した

４：通所サービスの利用にも影響した
５：その他

Ⅶ．訪問介護のサービスの今後の要望についてお伺いします。

問24．厚生労働省の「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会」で医療的
ケア（吸引、経管栄養）の実施について検討されていますが、その状況についてお答えください。
（１）現在及び過去に利用者本人または家族等からの医療的ケアの依頼・相談について、該当する番号に○をつけてください。

１：受けたことがある　　　２：受けたことがない（問24（３）へ）
【問24（１）で「１」と答えた方にお伺いします】
（２）現在及び過去に提供した医療的ケアについて、該当する番号に○をつけてください。

１：提供したことがある　　　２：提供したことがない

（３）医療職以外の者が、医療的ケアを提供する必要性について、該当する番号に○をつけてください。

１：ある　　２：ない　　３：わからない　　４：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問25．貴事業所の利用者の要介護認定の状況についてお答えください。（平成21年10月～平成22年9月の1年間）
　　 　 １：認定結果と実態があまりにかけ離れた利用者がいる
　　　　２：認定結果と実態があまりにかけ離れた利用者はいない
　　　「１」と答えた方は、具体的な状況について記入してください。


問26．利用者宅での訪問介護において、負荷のかかっている事例があれば簡単に記入してください。

　　　（認知症対応、セクハラ、暴言、医療ニーズなど）　　　　　　　　　　　（平成22年4月～9月の間）

問27．新規に認めてほしいサービス内容や加算、無くしてはいけないと感じるサービス内容について記入してください。
（病院内介助に対する報酬・入院時及び退院時の介助への報酬・認知症加算・認知症の見守り・要介護度ごとの報酬設定等）


最後に、介護保険制度について市町村や国に要望があれば、自由に記入してください。（自由記述）


お忙しい中アンケートに御協力いただきありがとうございました。

より皆様の声を反映した要望書を作成する予定です。今後ともよろしくお願いいたします。
　　北海道ホームヘルパー協議会　会長　岩田　志乃

＜記入上の注意＞


・今年度の事業所指定等で、昨年度の実績がない場合は、該当する項目のみ御記入ください。


・各設問に対し、該当する番号に○をつけるか、回答欄があるものについては必要事項を御記入いただき、平成２２年１２月２０日（月）までに返送くださいますようお願いいたします。


・御回答いただきました結果につきましては、集計・分析し、報告書としてまとめさせていただきますが、事業所名や固有名詞など、一切明らかにされないことをお約束いたします。 





Ａ：30,000円未満　　　　　　　　　　　　Ｆ：200,000円以上～250,000円未満


Ｂ：30,000円以上～50,000円未満　　　　　Ｇ：250,000円以上～300,000円未満


Ｃ：50,000円以上～100,000円未満　　　　 Ｈ：300,000円以上


Ｄ：100,000円以上～150,000円未満　　　　Ｉ：その他（　　　　　　　　　　　）


Ｅ：150,000円以上～200,000円未満　　　　Ｊ：該当者なし
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